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〔 1〕はじめに
　本稿の課題は、近代日本の紡績業の発展要因を、企業合併に着目しながら解明することで
ある。紡績業は、近代日本の工業化のなかでリーディングセクターとしての役割を担い、大
都市だけでなく地方都市でも、経済発展を牽引してきた。しかし、1890 年恐慌や義和団事
件による不況、日露戦後恐慌などで、日本紡績業は経営危機を迎えた。その結果、紡績業は
大紡績資本のもとで合併が進み、第一次大戦を迎えるころには、いわゆる三大紡（東洋紡績・
鐘淵紡績・大日本紡績）が成立するに至った。
　日本の紡績業は、高村直助が指摘したように、このような恐慌や不況に対応しながら成長
を遂げてきた 1）。しかし、これまでの研究は、三重紡績・鐘淵紡績（以下、鐘紡）・大阪紡績
など巨大紡績資本が検討対象の中心となってしまい、業界全体の状況を描くうえでは対象が
限定されていた。したがって、これに次ぐ 2 番手に位置する紡績資本の発展パターンをも含
めて論じることで、紡績業界全体の発展像を描くことが求められるのである。
　次に重要なのは、紡績資本それぞれの経営戦略をめぐる論点である。紡績資本は、近代化
が進むなかで各地に多数誕生していたから、当然、それらの競争は激化していった。その環
境下で生き残っていくためには、各紡績資本の独自の経営戦略が必要とされた。それは、新
型紡績機の導入、新たな市場開拓、織布業への進出などに加えて、製品綿糸の高級化も考え
られた。つまり、高付加価値路線を導入して、他の紡績資本と差別化することで、独自の市
場を確保して競争力を強化しようとしたのである。本稿で対象とする日本紡績株式会社（以
下、日本紡績）は、こうした独自路線を選択した企業であったため、中堅紡績資本に特有の
発展像を提示することができる。
　 3 点目に、企業合併をめぐる点である。紡績資本の成長過程では、企業合併が数多く発生
1 ）高村直助『日本紡績業史序説』上・下，塙書房，1971 年。
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した。この要因について高村直助は、経済恐慌やそれに続く不況が、紡績業の合併を促して
中小紡績資本が吸収され、大紡績資本への集中が進んでいくとした 2）。しかし、当時の紡績
資本は、国内外で競争力を強化することが求められていたから、規模の拡大に加えて、合併
対象企業の競争力や市場などを取り込まなければならなかった。だとすれば、大紡績資本は、
対象企業の経営状況・特色を把握したうえで、合併案件を選定し実行していったと考えられ
る。その一方で被合併企業は、合併条件をめぐって交渉力を高めることも想定できる。本稿
は、合併企業が合併を選択する要因に加えて、被合併企業の利害にも注目することで、企業
合併が紡績業で活性化した要因を解明したい 3）。
　以上の論点を検討していくにあたって、本稿は、日本紡績を事例に取り上げる。上述した
ように、日本紡績は、高品質路線を選択して独自の競争力を堅持しつつ企業成長を遂げていっ
た、中堅グループに位置する紡績資本である。この日本紡績を対象に、2 つの視点から検討
していく。
　 1 つ目は、合併企業としての日本紡績を検討する。具体的には、合併を選択した要因と競
争力強化への貢献について明らかにする。日本紡績は 1907 年に、中京圏に位置する一宮紡
績を合併した。日本紡績は、この合併を通じて高付加価値路線の強化を実現し、中京圏の市
場進出への足掛かりを得ることを目指した。しかしこの合併事例を明らかにするためには、
日本紡績に資金力と交渉力を評価し、加えて一宮紡績側の利害主張への対応も検討しなけれ
ばならない。そのうえで、この合併が日本紡績の競争力強化にどのような効果をもたらした
のかという点まで論じていくことが求められよう。
　 2 点目は、被合併企業としての日本紡績を検討する。日本紡績は第一次大戦ブーム期を迎
えて尼崎紡績に合併され、その後、大日本紡績へと結実する。この合併について高村直助は、
尼崎紡績が好業績を背景に、日本紡績を「不対等合併」したと評価している 4）。確かに、合
併当時の日本紡績は、尼崎紡績に比べて規模や業績で劣っていたため、合併交渉の主導権は
尼崎紡績にあった。しかし日本紡績は、菊池恭三の系列企業として設立され、同系列の尼崎
紡績や摂津紡績と比べても遜色ない競争力を有していた。だとすれば、日本紡績はその競争
力を基盤とした独自性を発揮して、合併交渉に主体性を発揮したことも考えられる。そこで
本稿では、この日本紡績がなぜ合併されることになったのか。また、この尼崎紡績との成長
過程の比較をも通じて、両社の勢力バランスや合併交渉がどのように推移し、株主などのス
2 ）高村直助『日本紡績業史序説』上・下，塙書房，1971 年。
3 ） 被合併企業を対象に研究として、例えば、橋口勝利「明治後期における地方紡績企業の合併－一宮紡
績株式会社を事例として－」『経営史学』第 47 巻第 4 号，2013 年 3 月。
4 ） 高村直助「尼崎紡績会社」，（山口和雄編『日本産業金融史研究　紡績金融編』東京大学出版会，1970 年），
564-565 頁。
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2 ）高村直助『日本紡績業史序説』上・下，塙書房，1971 年。
3 ） 被合併企業を対象に研究として、例えば、橋口勝利「明治後期における地方紡績企業の合併－一宮紡
績株式会社を事例として－」『経営史学』第 47 巻第 4 号，2013 年 3 月。
4 ） 高村直助「尼崎紡績会社」，（山口和雄編『日本産業金融史研究　紡績金融編』東京大学出版会，1970 年），
564-565 頁。
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テークホルダーの利害がどのように反映されていったのかを解明する。このことで、合併企
業と被合併企業との統合過程が総合的に明らかになる。以上の検討を通じて、三大紡・大日
本紡績が成立した過程とその意義にも言及したい。
〔２〕日本紡績の成長と中京圏
【 1】日本紡績の成立と成長
　日本紡績の成立は、1892（明治 25）年、瓦斯糸紡績資本の設立をめぐる 2 つの計画が大
阪で湧き上ったことに始まった。一方は、金澤仁兵衛はじめ 50 余名、もう一方は、近藤喜
祿はじめ 60 余名によって発案された。この企画は、協議の末に統合され、日本紡績株式会
社として 1896 年に開業することとなった。大阪府知事に提出した設立願には、企業設立目
的は、「紡績機械ヲ以テ瓦斯糸其他精細ナル綿糸製造」と記されたように、瓦斯糸の製造を
目的とする日本で初めての事業であった。この事業は、1896 年 3 月に渡英した菊池恭三が、
瓦斯糸研究で得た成果を日本紡績に伝えたことで実現した 5）。なお、資本金は 200 万円で 8
万株（1株 25 円）6）、出資者は大阪府下の有力者で構成された 7）。
　日本紡績の役員構成を表 1から検討すると、創立に関わった金澤仁兵衛は社長、そして近
藤喜禄が取締役として経営の舵取りを担っている。日本紡績の技術関係の部門で力を尽くし
た菊池恭三は、創立時から顧問として日本紡績に関与した。
　当時の菊池恭三は、日本紡績だけでなく、平野紡績・尼崎紡績・摂津紡績の技術部も担当
していた。菊池恭三は、1896 年の欧米視察で瓦斯糸研究を行い、帰国後の 1898 年 2 月から
日本紡績の技術指導にあたり、1900 年 1 月には取締役に就任した 8）。加えて、工場敷地を大
阪市福島へと指定し、岡山県出身の技師・佐份利隆を推薦した 9）。
　次に、日本紡績の主要株主を表 2で確認する。まず創立間もない 1898 年上半期の株主は、
大阪を中心に関西地方・中国地方の株主で構成されている。義和団事件を経た 1901 年下半
期になると、その株式は集中度を高めていく。株主総数は 1898 年上半期の 1,114 名から 769
名に減少し、上位 20 名の割合は、20.3％から 32.5％へと高まっていた。上位株主は、金澤
仁兵衛に代わって日本紡績社長に就任した竹尾治右衛門、同じく役員の播本孝良や亀岡徳太
郎が名を連ねた。そして島徳治郎、愛知県資産家の國島武右衛門も上位にランクインした。
　1907 年には、一宮紡績を合併した影響が現れた。1907 年下半期の上位株主は、佐分慎一
5）『小寺源吾翁傳』小寺源吾翁伝記刊行会，1960 年，79-80 頁。
6）絹川太一『本邦綿絲紡績史　第七巻』日本綿業倶樂部，1944 年，6-7 頁。
7）『大日本紡績株式會社五十年紀要』大日本紡績株式會社，1941 年。
8）『ユニチカ百年史　上』ユニチカ株式会社，1991 年，54 頁。
9）絹川太一『本邦綿絲紡績史　第七巻』日本綿業倶樂部，1944 年，13 頁。
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本
孝
良
菊
池
恭
三
亀
岡
徳
太
郎
豊
田
善
右
衛
門
田
中
市
兵
衛
前
川
善
三
郎
上
半
期
竹
尾
治
右
衛
門
播
本
孝
良
菊
池
恭
三
亀
岡
徳
太
郎
豊
田
善
右
衛
門
田
中
市
兵
衛
前
川
善
三
郎
下
半
期
竹
尾
治
右
衛
門
播
本
孝
良
菊
池
恭
三
亀
岡
徳
太
郎
豊
田
善
右
衛
門
田
中
市
兵
衛
前
川
善
三
郎
上
半
期
竹
尾
治
右
衛
門
播
本
孝
良
菊
池
恭
三
亀
岡
徳
太
郎
豊
田
善
右
衛
門
田
中
市
兵
衛
前
川
善
三
郎
下
半
期
竹
尾
治
右
衛
門
播
本
孝
良
菊
池
恭
三
亀
岡
徳
太
郎
豊
田
善
右
衛
門
田
中
市
兵
衛
前
川
善
三
郎
上
半
期
竹
尾
治
右
衛
門
播
本
孝
良
菊
池
恭
三
亀
岡
徳
太
郎
豊
田
善
右
衛
門
田
中
市
兵
衛
前
川
善
三
郎
下
半
期
竹
尾
治
右
衛
門
播
本
孝
良
菊
池
恭
三
亀
岡
徳
太
郎
豊
田
善
右
衛
門
…
…
前
川
善
三
郎
上
半
期
竹
尾
治
右
衛
門
播
本
孝
良
菊
池
恭
三
亀
岡
徳
太
郎
豊
田
善
右
衛
門
瀬
尾
喜
兵
衛
前
川
善
三
郎
下
半
期
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
上
半
期
竹
尾
治
右
衛
門
播
本
孝
良
菊
池
恭
三
亀
岡
徳
太
郎
豊
田
善
右
衛
門
瀬
尾
喜
兵
衛
前
川
善
三
郎
下
半
期
竹
尾
治
右
衛
門
播
本
孝
良
菊
池
恭
三
亀
岡
徳
太
郎
豊
田
善
右
衛
門
瀬
尾
喜
兵
衛
前
川
善
三
郎
上
半
期
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
下
半
期
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
上
半
期
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
下
半
期
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
上
半
期
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
下
半
期
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
19
16
年
２
月
播
本
孝
良
菊
池
恭
三
伊
藤
萬
助
豊
田
善
右
衛
門
瀬
尾
喜
兵
衛
前
川
善
助
資
料
）日
本
紡
績
株
式
会
社
『考
課
書
』各
期
版
。
た
だ
し
、
19
16
年
2月
の
デ
ー
タ
は
、
「合
併
契
約
書
覚
書
　
尼
崎
紡
績
（株
）　
日
本
紡
績
（株
）　
合
併
　
大
正
５
年
２
月
１
日
」。
19
02
年
19
03
年
19
11
年
19
10
年
19
08
年
19
12
年
表
１
　
日
本
紡
績
役
員
の
変
遷
取
締
役
監
査
役
19
00
年決
算
期
19
09
年
18
98
年
18
99
年
19
01
年
19
13
年
19
14
年
19
15
年
19
04
年
19
05
年
19
06
年
19
07
年
資
料
）
日
本
紡
績
株
式
会
社
『
考
課
書
』
各
期
版
。
　
　
　
た
だ
し
、
19
16
年
2
月
の
デ
ー
タ
は
、「
合
併
契
約
書
覚
書
　
尼
崎
紡
績
（
株
）　
日
本
紡
績
（
株
）　
合
併
　
大
正
5
年
2
月
1
日
」。
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表
1
　
日
本
紡
績
役
員
の
変
遷
社
長
常
務
取
締
役
取
締
役
兼
支
配
人
上
半
期
金
澤
仁
兵
衛
播
本
孝
良
近
藤
喜
禄
竹
尾
治
右
衛
門
亀
岡
徳
太
郎
豊
田
善
右
衛
門
岡
崎
榮
次
郎
岡
橋
治
助
田
中
市
兵
衛
前
川
善
三
郎
下
半
期
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
上
半
期
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
下
半
期
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
上
半
期
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
下
半
期
竹
尾
治
右
衛
門
播
本
孝
良
近
藤
喜
禄
菊
池
恭
三
亀
岡
徳
太
郎
豊
田
善
右
衛
門
平
野
平
兵
衛
岡
橋
治
助
田
中
市
兵
衛
前
川
善
三
郎
上
半
期
竹
尾
治
右
衛
門
播
本
孝
良
近
藤
喜
禄
菊
池
恭
三
亀
岡
徳
太
郎
豊
田
善
右
衛
門
平
野
平
兵
衛
岡
橋
治
助
田
中
市
兵
衛
前
川
善
三
郎
下
半
期
竹
尾
治
右
衛
門
播
本
孝
良
近
藤
喜
禄
菊
池
恭
三
亀
岡
徳
太
郎
豊
田
善
右
衛
門
平
野
平
兵
衛
岡
橋
治
助
田
中
市
兵
衛
前
川
善
三
郎
上
半
期
竹
尾
治
右
衛
門
播
本
孝
良
菊
池
恭
三
亀
岡
徳
太
郎
豊
田
善
右
衛
門
平
野
平
兵
衛
岡
橋
治
助
田
中
市
兵
衛
前
川
善
三
郎
下
半
期
竹
尾
治
右
衛
門
播
本
孝
良
菊
池
恭
三
亀
岡
徳
太
郎
豊
田
善
右
衛
門
平
野
平
兵
衛
田
中
市
兵
衛
前
川
善
三
郎
上
半
期
竹
尾
治
右
衛
門
播
本
孝
良
菊
池
恭
三
亀
岡
徳
太
郎
豊
田
善
右
衛
門
平
野
平
兵
衛
田
中
市
兵
衛
前
川
善
三
郎
下
半
期
竹
尾
治
右
衛
門
播
本
孝
良
菊
池
恭
三
亀
岡
徳
太
郎
豊
田
善
右
衛
門
平
野
平
兵
衛
田
中
市
兵
衛
前
川
善
三
郎
上
半
期
竹
尾
治
右
衛
門
播
本
孝
良
菊
池
恭
三
亀
岡
徳
太
郎
豊
田
善
右
衛
門
平
野
平
兵
衛
田
中
市
兵
衛
前
川
善
三
郎
下
半
期
竹
尾
治
右
衛
門
播
本
孝
良
菊
池
恭
三
亀
岡
徳
太
郎
豊
田
善
右
衛
門
平
野
平
兵
衛
田
中
市
兵
衛
前
川
善
三
郎
上
半
期
竹
尾
治
右
衛
門
播
本
孝
良
菊
池
恭
三
亀
岡
徳
太
郎
豊
田
善
右
衛
門
平
野
平
兵
衛
田
中
市
兵
衛
前
川
善
三
郎
下
半
期
竹
尾
治
右
衛
門
播
本
孝
良
菊
池
恭
三
亀
岡
徳
太
郎
豊
田
善
右
衛
門
平
野
平
兵
衛
田
中
市
兵
衛
前
川
善
三
郎
上
半
期
竹
尾
治
右
衛
門
播
本
孝
良
菊
池
恭
三
亀
岡
徳
太
郎
豊
田
善
右
衛
門
平
野
平
兵
衛
田
中
市
兵
衛
前
川
善
三
郎
下
半
期
竹
尾
治
右
衛
門
播
本
孝
良
菊
池
恭
三
亀
岡
徳
太
郎
豊
田
善
右
衛
門
平
野
平
兵
衛
田
中
市
兵
衛
前
川
善
三
郎
上
半
期
竹
尾
治
右
衛
門
播
本
孝
良
菊
池
恭
三
亀
岡
徳
太
郎
豊
田
善
右
衛
門
平
野
平
兵
衛
田
中
市
兵
衛
前
川
善
三
郎
下
半
期
竹
尾
治
右
衛
門
播
本
孝
良
菊
池
恭
三
亀
岡
徳
太
郎
豊
田
善
右
衛
門
田
中
市
兵
衛
前
川
善
三
郎
上
半
期
竹
尾
治
右
衛
門
播
本
孝
良
菊
池
恭
三
亀
岡
徳
太
郎
豊
田
善
右
衛
門
田
中
市
兵
衛
前
川
善
三
郎
下
半
期
竹
尾
治
右
衛
門
播
本
孝
良
菊
池
恭
三
亀
岡
徳
太
郎
豊
田
善
右
衛
門
田
中
市
兵
衛
前
川
善
三
郎
上
半
期
竹
尾
治
右
衛
門
播
本
孝
良
菊
池
恭
三
亀
岡
徳
太
郎
豊
田
善
右
衛
門
田
中
市
兵
衛
前
川
善
三
郎
下
半
期
竹
尾
治
右
衛
門
播
本
孝
良
菊
池
恭
三
亀
岡
徳
太
郎
豊
田
善
右
衛
門
田
中
市
兵
衛
前
川
善
三
郎
上
半
期
竹
尾
治
右
衛
門
播
本
孝
良
菊
池
恭
三
亀
岡
徳
太
郎
豊
田
善
右
衛
門
田
中
市
兵
衛
前
川
善
三
郎
下
半
期
竹
尾
治
右
衛
門
播
本
孝
良
菊
池
恭
三
亀
岡
徳
太
郎
豊
田
善
右
衛
門
…
…
前
川
善
三
郎
上
半
期
竹
尾
治
右
衛
門
播
本
孝
良
菊
池
恭
三
亀
岡
徳
太
郎
豊
田
善
右
衛
門
瀬
尾
喜
兵
衛
前
川
善
三
郎
下
半
期
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
上
半
期
竹
尾
治
右
衛
門
播
本
孝
良
菊
池
恭
三
亀
岡
徳
太
郎
豊
田
善
右
衛
門
瀬
尾
喜
兵
衛
前
川
善
三
郎
下
半
期
竹
尾
治
右
衛
門
播
本
孝
良
菊
池
恭
三
亀
岡
徳
太
郎
豊
田
善
右
衛
門
瀬
尾
喜
兵
衛
前
川
善
三
郎
上
半
期
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
下
半
期
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
上
半
期
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
下
半
期
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
上
半
期
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
下
半
期
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
19
16
年
２
月
播
本
孝
良
菊
池
恭
三
伊
藤
萬
助
豊
田
善
右
衛
門
瀬
尾
喜
兵
衛
前
川
善
助
資
料
）日
本
紡
績
株
式
会
社
『考
課
書
』各
期
版
。
た
だ
し
、
19
16
年
2月
の
デ
ー
タ
は
、
「合
併
契
約
書
覚
書
　
尼
崎
紡
績
（株
）　
日
本
紡
績
（株
）　
合
併
　
大
正
５
年
２
月
１
日
」。
19
02
年
19
03
年
19
11
年
19
10
年
19
08
年
19
12
年
表
１
　
日
本
紡
績
役
員
の
変
遷
取
締
役
監
査
役
19
00
年決
算
期
19
09
年
18
98
年
18
99
年
19
01
年
19
13
年
19
14
年
19
15
年
19
04
年
19
05
年
19
06
年
19
07
年
資
料
）
日
本
紡
績
株
式
会
社
『
考
課
書
』
各
期
版
。
　
　
　
た
だ
し
、
19
16
年
2
月
の
デ
ー
タ
は
、「
合
併
契
約
書
覚
書
　
尼
崎
紡
績
（
株
）　
日
本
紡
績
（
株
）　
合
併
　
大
正
5
年
2
月
1
日
」。
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表
2
　
日
本
紡
績
の
主
要
株
主
名
前
株
数
府
県
名
前
株
数
府
県
名
前
株
数
府
県
名
前
株
数
府
県
名
前
株
数
府
県
1
高
谷
五
郎
次
郎
1,
73
0
大
阪
竹
尾
治
右
衛
門
2,
20
0
大
阪
佐
分
慎
一
郎
3,
52
9
愛
知
竹
尾
治
右
衛
門
3,
00
0
大
阪
竹
尾
治
右
衛
門
4,
71
0
大
阪
2
藤
田
傳
三
郎
1,
50
0
大
阪
島
徳
治
郎
2,
20
0
大
阪
竹
尾
治
右
衛
門
2,
40
0
大
阪
戸
田
猶
七
2,
26
0
大
阪
戸
田
猶
七
2,
47
0
大
阪
3
竹
尾
治
右
衛
門
1,
00
0
大
阪
國
島
武
右
衛
門
2,
00
0
愛
知
木
村
義
雄
2,
26
0
愛
知
播
本
孝
良
2,
10
0
大
阪
播
本
孝
良
2,
10
0
大
阪
4
田
中
市
兵
衛
1,
00
0
大
阪
播
本
孝
良
1,
55
0
大
阪
戸
田
猶
七
2,
17
0
大
阪
伊
藤
九
兵
衛
2,
00
0
大
阪
伊
藤
九
兵
衛
2,
00
0
大
阪
5
右
近
権
左
衛
門
96
0
大
阪
藤
田
傳
三
郎
1,
50
0
大
阪
林
利
左
衛
門
2,
12
7
愛
知
瀬
尾
喜
兵
衛
1,
82
0
大
阪
瀬
尾
喜
兵
衛
1,
96
0
大
阪
6
吉
田
新
三
郎
80
0
大
阪
不
破
福
松
1,
50
0
大
阪
伊
藤
九
兵
衛
2,
00
0
大
阪
亀
岡
徳
太
郎
1,
60
0
大
阪
亀
岡
徳
太
郎
1,
60
0
大
阪
7
島
海
塚
新
八
80
0
広
島
佐
分
熊
次
郎
1,
50
0
愛
知
播
本
孝
良
2,
00
0
大
阪
藤
田
傳
三
郎
1,
50
0
大
阪
阪
口
平
兵
衛
1,
32
0
鳥
取
8
藤
本
一
二
78
0
大
阪
阪
口
平
兵
衛
1,
30
0
鳥
取
瀬
尾
喜
兵
衛
1,
52
0
大
阪
阪
口
平
兵
衛
1,
32
0
鳥
取
伊
藤
萬
助
1,
20
0
大
阪
9
平
野
平
兵
衛
77
0
大
阪
戸
田
猶
七
1,
29
0
大
阪
亀
岡
徳
太
郎
1,
51
0
大
阪
海
塚
新
八
1,
17
0
広
島
海
塚
新
八
1,
17
0
広
島
10
川
口
平
三
郎
75
0
兵
庫
瀬
尾
喜
兵
衛
1,
27
0
大
阪
藤
田
傳
三
郎
1,
50
0
大
阪
呉
錦
堂
1,
15
0
兵
庫
呉
錦
堂
1,
15
0
兵
庫
11
小
野
英
資
70
0
兵
庫
山
口
玄
洞
1,
20
0
大
阪
豊
島
半
七
1,
39
1
愛
知
河
崎
助
太
郎
1,
10
0
大
阪
前
川
善
三
郎
1,
15
0
滋
賀
12
藤
安
種
次
郎
70
0
大
阪
海
塚
新
八
1,
15
0
広
島
阪
口
半
兵
衛
1,
32
0
鳥
取
前
川
善
三
郎
1,
10
0
滋
賀
野
村
徳
七
1,
13
1
大
阪
13
金
澤
仁
兵
衛
62
0
大
阪
濱
野
寅
吉
1,
00
0
大
阪
海
塚
新
八
1,
17
0
広
島
中
川
勝
蔵
1,
00
0
大
阪
菊
池
恭
三
1,
10
0
大
阪
14
豊
田
善
右
衛
門
60
0
大
阪
亀
岡
徳
太
郎
1,
00
0
大
阪
呉
錦
堂
1,
15
0
兵
庫
内
田
三
郎
1,
00
0
大
阪
河
崎
助
太
郎
1,
00
0
大
阪
15
亀
岡
徳
太
郎
60
0
大
阪
國
島
省
一
1,
00
0
愛
知
河
崎
助
太
郎
1,
10
0
大
阪
田
中
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郎が約3,500株の筆頭株主として登場した。加えて、木村義雄や豊島半七など一宮紡績の役員・
有力株主が上位に加わった。しかし、翌 1908 年下半期には、そのほとんどが姿を消して一
宮紡績とのつながりは急速に失われた。それに対応して、竹尾治右衛門や播本孝良などの日
本紡績の役員層が、再び上位に名を連ねた。加えて、株主総数も 1,500 名を超え、上位株主
の集中度が 24.5％へと低下し、株主の分散化が進んだ。それと連動して、瀬尾喜兵衛など大
阪の資産家が積極的に株主としての関与を強めたのである。
　日本紡績は、創業以来、瓦斯糸など特殊製品を主力製品とした経営戦略をとった。その日
本紡績の資金調達状況を示したのが、表 3 である。まず固定資産をみると、1900 年下半期
から「工場増設勘定」が計上されていることから、設備拡張に積極的だったことが確認でき
る。当時の日本紡績の営業報告書によれば、米棉価格の高騰とそれに伴う綿糸価格の上昇が
懸念されるものの、綿布需要については、「機業家ハ益需要ノ聲ヲ高メ拉ニ於テ本社ハ好機
逸スベカラズトシ當市ハ固ヨリ尾州東京方面ニ向ヒ多數ノ賣約ヲナシタリ（下線：筆者）」10）
と、本拠を置く大阪に加えて、尾州や東京方面を主力市場としつつ販路の拡大を見込んでい
た。この需要に応じるべく、ドブソン式リング紡績機 1,680 錘や第二工場（3 万錘規模）を
増設し積極的な設備拡張を進めた。1901 年 10 月、太糸価格の暴落による業界の不振に対し
ても、日本紡績は、翌 11 月に第二工場を発足させることで事態の打開を図った。営業報告
書には、「増設中の第二工場漸ク完備シ試運轉ニ依リ紡出シタル六十手數個ヲ以テ見本トナ
シ市内ハ勿論東京及ビ尾州地方ヘ分送シ之ヲ試賣シテ糸價ノ批評ヲ求メタルニ一二ノ改良ノ
点アリシモ概シテ好評該糸ノ前途最モ多望ニシテ（下線：筆者）」11）と記されている。つまり、
日本紡績は、第二工場で生産した 60 番手綿糸を、主力市場の尾州や東京方面へと積極的に
販売することで高い評価を得たのである。続く 1902 年には、「二月ニ至リ稍好況ノ兆ヲ呈シ
加フルニ日英同盟協約ノ報ハ深ク一般ノ氣配ヲ高メ三月ニ至リ八十手在庫品拂底ヲ告ゲ中旬
ヨリ第二工場六十手紡出ヲ休止シ全部八十手製紡ヲナスニ至レリ（下線：筆者）」と伝えら
れるように、第二工場は高番手綿糸のいっそうの需要に応じるべく、80 番手綿糸の生産へ
と切り替えたのである 12）。このように日本紡績は、中京圏や関東圏を主力市場としつつ、増
設や高番手化を通じて企業成長を遂げていった。この相次ぐ設備拡張に対しても、日本紡績
は自己資本余裕金を一貫して確保していた。これは、払込株金や積立金などの長期負債に加
えて、1898 年上半期に始まる日本勧業銀行からの 12 万 5 千円の借入れで応じたからであっ
た 13）。
10）『第拾回考課書』日本紡績株式会社，明治三十三年下半季。
11）『第拾貮回考課書』日本紡績株式会社，明治三十四年下半季。
12）『第拾参回考課書』日本紡績株式会社，明治三十五年上半季。
13）絹川太一『本邦綿絲紡績史　第七巻』日本綿業倶樂部，1944 年，16-17 頁。
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　しかし、1904 年 1 月から、綿糸市場は「不振沈衰ノ内ニ経過セリ」14）と報告されるように、
悪化し始めた。同年 9 月には、日露戦争に伴う軍需拡大で活況を迎えた太糸市場に比べて、「瓦
斯糸價格ハ低位ニ過キタル結果」、瓦斯糸市場は不振を迎えた。それだけでなく、「關東及尾
濃地方ノ製織地ニ於ル幾部分ハ軍需太糸製織ニ變更シ本品需用ノ減少セル傾向（下線：筆
者）」15）と、主力市場であった尾州や関東の織物産地が、太糸綿布の生産に切り替えたことも、
日本紡績の販売市場を狭めた。この結果、1904 年上半期の当期利益金は、約 12 万円に落ち
込んだ。しかし 1905 年を迎えると景況は、「瓦斯糸ノ商況ハ概シテ好況漸次昇進ノ成行ヲ以
テ貫通セリ」と一気に好転した 16）。このため、「尾濃及關東機業地織物景況益々活潑ナルヨリ
糸荷停滞ヲ見ス尚一層賣レ行増加ノ形勢ニシテ（下線：筆者）」17）と、日本紡績の主力市場も
活況へと向かった。これを反映して当期利益金は、1905 年上半期から急速に増大し、借入
金依存から脱却した。1906 年に至っても、商況は「常ニ秩序アル順況ヲ次續シ」18）と報告さ
れたように堅調に推移した。1907 年上半期に至っては、当季利益金は約 32 万円を超えるま
14）『第拾七回考課書』日本紡績株式会社，明治三十七年上半季。
15）『第拾八回考課書』日本紡績株式会社，明治三十七年下半季。
16） 『第拾九回考課書』日本紡績株式会社，明治三十八年上半季。景気好転の理由は、1905 年 1 月の旅順陥
落と織物税の製品募集方法決定であったと説明されている。
17）『第拾九回考課書』日本紡績株式会社，明治三十八年上半季。
18）『第貮拾貮回考課書』日本紡績株式会社，明治三十九年下半季。
表 4　紡績企業ランキング（1907年）
リング ミュール 撚糸 織機 平均
（錘） （錘） （錘） （台） 番手
1 鐘淵紡績 1887年 218,080 1,100 100 17.1
2 三重紡績 1886年 182,716 2,000 4,560 2,809 18.4
3 大阪紡績 1882年 117,356 4,224 2,920 19.2
4 摂津紡績 1889年 103,600 15.7
5 大阪合同紡績 1899年 99,752 17,176 21.6
6 富士瓦斯紡績 1896年 90,964 22,840 32,240 620 33.0
7 日本紡績 1893年 59,912 10,120 27,620 66.9
8 岸和田紡績 1892年 51,920 18.8
9 絹糸紡績 1902年 49,560 838 15.5
10 尼崎紡績 1889年 45,212 20,608 26.8
－ 1,019,072 34,960 107,528 7,287 25.3
－ 1,439,877 43,620 137,899 9,626 20.6
注１）平均番手は、リング精紡機のデータ。「小計」「合計」欄には、平均値を表示した。
注２）企業はすべて株式会社。
資料）『綿絲紡績事情参考書』大日本紡績聯合會，明治４０年上半期
小計
合計（48件）
表４　　紡績企業ランキ 1907年）
順位 企業名 創立
注 1 ）平均番手は、リング精紡機のデータ。「小計」「合計」欄には、平均値を表示した。
注 2 ）企業 て株式会社。
資料）『綿絲紡績事情参考書』大日本紡績聯合會，明治40 年上半期 
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　しかし、1904 年 1 月から、綿糸市場は「不振沈衰ノ内ニ経過セリ」14）と報告されるように、
悪化し始めた。同年 9 月には、日露戦争に伴う軍需拡大で活況を迎えた太糸市場に比べて、「瓦
斯糸價格ハ低位ニ過キタル結果」、瓦斯糸市場は不振を迎えた。それだけでなく、「關東及尾
濃地方ノ製織地ニ於ル幾部分ハ軍需太糸製織ニ變更シ本品需用ノ減少セル傾向（下線：筆
者）」15）と、主力市場であった尾州や関東の織物産地が、太糸綿布の生産に切り替えたことも、
日本紡績の販売市場を狭めた。この結果、1904 年上半期の当期利益金は、約 12 万円に落ち
込んだ。しかし 1905 年を迎えると景況は、「瓦斯糸ノ商況ハ概シテ好況漸次昇進ノ成行ヲ以
テ貫通セリ」と一気に好転した 16）。このため、「尾濃及關東機業地織物景況益々活潑ナルヨリ
糸荷停滞ヲ見ス尚一層賣レ行増加ノ形勢ニシテ（下線：筆者）」17）と、日本紡績の主力市場も
活況へと向かった。これを反映して当期利益金は、1905 年上半期から急速に増大し、借入
金依存から脱却した。1906 年に至っても、商況は「常ニ秩序アル順況ヲ次續シ」18）と報告さ
れたように堅調に推移した。1907 年上半期に至っては、当季利益金は約 32 万円を超えるま
14）『第拾七回考課書』日本紡績株式会社，明治三十七年上半季。
15）『第拾八回考課書』日本紡績株式会社，明治三十七年下半季。
16） 『第拾九回考課書』日本紡績株式会社，明治三十八年上半季。景気好転の理由は、1905 年 1 月の旅順陥
落と織物税の製品募集方法決定であったと説明されている。
17）『第拾九回考課書』日本紡績株式会社，明治三十八年上半季。
18）『第貮拾貮回考課書』日本紡績株式会社，明治三十九年下半季。
表 4　紡績企業ランキング（1907年）
リング ミュール 撚糸 織機 平均
（錘） （錘） （錘） （台） 番手
1 鐘淵紡績 1887年 218,080 1,100 100 17.1
2 三重紡績 1886年 182,716 2,000 4,560 2,809 18.4
3 大阪紡績 1882年 117,356 4,224 2,920 19.2
4 摂津紡績 1889年 103,600 15.7
5 大阪合同紡績 1899年 99,752 17,176 21.6
6 富士瓦斯紡績 1896年 90,964 22,840 32,240 620 33.0
7 日本紡績 1893年 59,912 10,120 27,620 66.9
8 岸和田紡績 1892年 51,920 18.8
9 絹糸紡績 1902年 49,560 838 15.5
10 尼崎紡績 1889年 45,212 20,608 26.8
－ 1,019,072 34,960 107,528 7,287 25.3
－ 1,439,877 43,620 137,899 9,626 20.6
注１）平均番手は、リング精紡機のデータ。「小計」「合計」欄には、平均値を表示した。
注２）企業はすべて株式会社。
資料）『綿絲紡績事情参考書』大日本紡績聯合會，明治４０年上半期
小計
合計（48件）
表４　　紡績企業ランキ 1907年）
順位 企業名 創立
注 1 ）平均番手は、リング精紡機のデータ。「小計」「合計」欄には、平均値を表示した。
注 2 ）企業 て株式会社。
資料）『綿絲紡績事情参考書』大日本紡績聯合會，明治40 年上半期 
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日本紡績の事業展開と企業合併―瓦斯糸事業と中京圏―（橋口）
でに業績は好転した。
　日本紡績は、自社工場の増設を通じて、表 4 で示されるように全国 7 位の有力紡績資本へ
と成長した。加えて、撚糸機の約 2 万 8 千錘は富士瓦斯紡に次ぐ規模であり、66.9 番手の細
糸生産では他社を圧していた。日本紡績の製品綿糸は、第 5 回内国勧業博覧会へ出品され、「本
社製造瓦斯百番手壹玉ヲ宮内省御用トシ御買上ケノ榮ヲ蒙ル（下線：筆者）」19）ほどの評価を
得た。つまり日本紡績は、細糸生産部門では、日本屈指の地位を確立していたのである。
【 2】一宮紡績の合併と瓦斯糸市場
　日本紡績は、1907 年に一宮紡績の合併案件に直面した。一宮紡績は、日露戦後恐慌で経
営不振に陥り、その役員や有力株主が合併を模索し始めたからである。一方でこの合併案件
は、日本紡績の企業成長にとって極めて重要な案件であった。
　合併案が浮上した 1907 年上半期の日本紡績と一宮紡績との比較を表 5 で行うと、規模は
日本紡績が大きいものの、撚糸機の併設や平均番手の高さは、両社が極めて似通った企業で
あることを示している。つまり、日本紡績の経営方針に沿う設備拡張を短期間で実施するた
めには、一宮紡績との合併案件は最適であった。それだけでなく日本紡績は、主力市場とし
てきた尾州産地で一宮紡績と競合関係にあった。そのため、関西圏を拠点に事業展開してき
た日本紡績にとって、中京圏に立地する一
宮紡績を合併することは、中京圏の瓦斯糸
市場での優位を決定付けるうえで極めて
有効な案件であった。こうした事情から、
日本紡績は、地元新聞で「最初日本紡より
合同の交渉ありしに」20）と報じられたよう
に、他社に先駆けて一宮紡績合併に乗り出
したのである。
　しかし、一宮紡績の役員や有力株主は、
この日本紡績の交渉には応じず、1907 年
3 月頃に鐘紡へ合併を打診した 21）。そして
同年 5 月、今度は「東海の各小紡績及び其
他の小紡績會社を合同して一大會社たら
19）『第拾五回報告書』日本紡績株式会社，明治三十六年上半季。
20）「一宮紡績の紛議」『扶桑新聞』1907 年 6 月 1 日。
21） 橋口勝利「鐘紡の企業合併戦略と中京圏紡績業―救済合併から戦略的合併へ」『経済論集』関西大学，
第 67 巻 2 号，2017 年 9 月。
表 5　日本紡績と一宮紡績との比較（1907年）
日本紡績 一宮紡績
2,000,000 500,000
620,000 60,000
紡績機 リング 59,912 17,359
（錘） ミュール 10,120
27,620 8,280
66.9 69.5
注１）「平均番手」は、リング紡績機のデータで、単位は「番手」。
注２）企業はすべて株式会社。
資料）『綿絲紡績事情参考書』大日本紡績聯合會，明治４０年上半期
撚糸機（錘）
平均番手
企業名
表５　　日本紡績と一宮紡績との比較（1907年）
払込資本金（円）
諸積立金（円）
1  平均番手」は、リング紡績機のデータで、
単位は「番手」。
注 2 ）企業はすべて株式会社。
資料） 『綿絲紡績事情参考書』大日本紡績聯合
會，明治40 年上半期
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んとの宿志」22）から、三重紡績が一宮紡績への合併に乗り出した。一宮紡績の佐分慎一郎は、
三重紡績の重役でもあったから、その人的ネットワークを駆使して、三重紡績との合併案件
は急速に進んだ。その結果、三重紡績との合併は「十中八九は合同成立の見込」23）と、ほぼ
内定に至った。三重紡績と一宮紡績の合併条件は、1：1.5 の比率で株式交換を行うことも取
決められた。
　しかし、5 月 29 日に開かれた一宮紡績の臨時総会で、事態は一変した。この場で提示さ
れた両社の合併案件に、株主が強く反対したためであった。反対理由は、「最初日本紡より
合同の交渉ありしに重役は専斷を以て三重紡と合同の内契約を結び而も其條件は知多紡の合
同率に比し割安（下線：筆者）」24）という点にあった。つまり、①三重紡との合併条件が、同
時期に進行していた「三重紡績－知多紡績」間の合併条件に比べて不利であったことと、②
日本紡績からの合併交渉を重役が一方的に拒否したことに対しての不満であった。この結果
一宮紡績は、三重紡績との合併案件を破談として、日本紡績との合併交渉を再開することに
なった。
　一宮紡績の内紛の結果、合併交渉への道が開けた日本紡績は、この案件に積極的に取り組
んだ。5月 25 日、日本紡績社長の竹尾治右衛門は、一宮紡績に赴いて工場を視察したうえで、
佐分慎一郎らと会見して合併条件交渉を再開した。日本紡績は、三重紡績に比べて、一宮紡
績にとって有利な合併条件を提示することで、合併交渉を取りまとめた 25）。
　日本紡績は、7 月 24 日の定時株主総会で一宮紡績との合併案を提示した。その内容は、
一宮紡績の新旧株（新株 10,000 株・旧株 10,000 株）100 万円分を、日本紡績の株式 30,000
株（ 1株 25 円）と現金 80,000 円で譲り受けるというものであった。この提案は、総会で全
会一致をもって可決された26）。同日、一宮紡績でも株主総会が実施され、合併案が可決された。
この合併条件に加えて、会社役員や株主に功労報酬金（約 2万 9,600 円）を分与することも
取り決めた 27）。
　日本紡績は、一宮紡績に対して、三重紡績を超える合併条件を提示した。この要因は、一
宮紡績が瓦斯糸の生産部門を有する全国屈指の企業であったことと、日本紡績の好業績に裏
付けられた資金的な充実にあった。日本紡績は、一宮紡績を合併することで、中京圏の瓦斯
糸市場をほぼ獲得しただけでなく、高番手綿糸部門では日本屈指の地位を確保し、その規模
22）「三重紡の知多一宮兩紡績合同」『扶桑新聞』1907 年 5 月 3 日。
23）「現下の株界」『扶桑新聞』1907 年 5 月 4 日。
24）「一宮紡績の紛議」『扶桑新聞』1907 年 6 月 1 日。
25）「一宮、日紡合同問題」『扶桑新聞』1907 年 6 月 29 日。
26）「一宮紡買収確定」『新愛知』1907 年 7 月 26 日。
27）「一宮紡総會と記念配當」『新愛知』1907 年 7 月 27 日。
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んとの宿志」22）から、三重紡績が一宮紡績への合併に乗り出した。一宮紡績の佐分慎一郎は、
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この合併条件に加えて、会社役員や株主に功労報酬金（約 2万 9,600 円）を分与することも
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宮紡績が瓦斯糸の生産部門を有する全国屈指の企業であったことと、日本紡績の好業績に裏
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22）「三重紡の知多一宮兩紡績合同」『扶桑新聞』1907 年 5 月 3 日。
23）「現下の株界」『扶桑新聞』1907 年 5 月 4 日。
24）「一宮紡績の紛議」『扶桑新聞』1907 年 6 月 1 日。
25）「一宮、日紡合同問題」『扶桑新聞』1907 年 6 月 29 日。
26）「一宮紡買収確定」『新愛知』1907 年 7 月 26 日。
27）「一宮紡総會と記念配當」『新愛知』1907 年 7 月 27 日。
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においても大紡績資本に迫るようになったのである。
〔 3〕日本紡績から尼崎紡績へ
【 1】日本紡績の設備拡張
　日本紡績は、一宮紡績合併の際に、巨額の合併資金を運用したため、自己資金に加えて、
100 万円の社債金が必要となった。このため、この社債金を、「十一月四日社債募集引受ノ
契約ヲ株式會社日本興業銀行外九銀行ト締結ス（下線：筆者）」28）ることで調達した。合併後は、
一宮紡績の増設計画を引き継いで、設備投資を進めた。表 3 の 1907 年下半期の「工場増設
勘定」がこれにあたる。しかし、1909 年上半期の営業報告書に「終始悲惨ノ苦境ヲ脱スル
ヿ能ハザル商況ナリ」29）と記されている通り、瓦斯糸市場の不振で業績は思うように伸びな
かった。そのため、自己資本余裕金は減少し、1909 年下半期にはマイナスに転じ、ROAも
低下するなど、業績は振るわなくなった（表 3）。こうした資金的苦難も社債金がカバーす
る役割を果たしたのである。
　次に、日本紡績の設備拡張と株主移動とを示した表 6をみると、本社工場の設備が約 8万
錘規模で定着する一方で、一宮工場が設備拡張を続けていたことがわかる。製糸高も連動し
て増大していくが、1910 年上半期に「原料棉花ハ原産地ノ不作ノ結果空前ノ大騰貴ヲ来タ
シ恰モ糸價ハ辛フシテ原料棉花代ヲ償フノ悲惨ナル現状（下線：筆者）」30）とコストの圧迫に
悩むことになった。それに応じるべく、「紡績聯合會ニ於ケル休錘實行ハ任意的製額減少ト
相待テ（下線：筆者）」31）と報告されているように、紡績連合会はカルテルを実施した。その
ため、1910 年から日本紡績の生産高が減少に転じて、株主配当も 0.8 割に落ち込んだ。これ
を反映して、1912 年ごろには株式移動が激しくなった。一方で、1912 年から綿糸市場が安
定したため、「最近二ヶ年間悲惨ノ境遇ヨリ脱シテ稍平順ニ服復スル」32）状況となり、「堅實
ノ歩調」33）へと回復した。表 2で 1912 年下半期の株主をみれば、上位株主 20 名の集中度が
26.5％に高まっていた。これは、竹尾治右衛門や瀬尾喜兵衛・菊池恭三などの日本紡績役員や、
伊藤萬助・野村徳七などの大阪資産家の株式所有がいっそう増大したことによるものであっ
た。
　この日本紡績の業界での位置づけと特徴とを、1907 年当時の紡績企業のランキングを示
28）『第貮拾四回考課書』日本紡績株式会社，明治四十年下半季。
29）『第貮拾七回考課書』日本紡績株式会社，明治四十二年上半季。
30）『第貮拾九回考課書』日本紡績株式会社，明治四十三年上半季。
31）『第参拾回考課書』日本紡績株式会社，明治四十三年下半季。
32）『第参拾参回考課書』日本紡績株式会社，明治四十五年上半季。
33）『第参拾四回考課書』日本紡績株式会社，大正元年下半季。
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表 6　日本紡績の設備拡張
操業 株式
日数 一宮 配当率 株式 売受人 買受人
（日） プラット トブソン 撚糸機 工場 （割） （株） （人） （人）
上半期 164 44,160 11,960 349,272 10,004 － 6,550 156 139
下半期 … … … … … … … … … … …
上半期 … … … … … … … … … … …
下半期 … … … … … … … … … … …
上半期 … … … … … … … … … … …
下半期 167 44,160 14,008 712,478 17,935 1.6 11,670 175 125
上半期 166 44,160 1,680 14,568 692,734 16,844 1.5 16,380 166 190
下半期 167 44,160 1,680 14,568 650,445 18,893 1.2 13,180 191 134
上半期 166 1,023,950 33,576 1.2 … … …
下半期 169 1,168,542 31,889 1.2 … … …
上半期 166 1,256,659 34,525 1.2 7,360 97 112
下半期 169 1,251,780 18,890 1.2 6,100 94 68
上半期 165 1,241,265 14,112 1.0 8,080 85 166
下半期 167 1,167,361 17,284 1.0 2,390 82 125
上半期 165 1,224,622 14,232 1.2 12,960 220 197
下半期 169 1,212,809 12,065 1.5 14,620 217 213
上半期 165 1,430,203 16,445 1.6 25,400 357 413
下半期 170 1,261,775 17,507 1.6 28,860 418 372
上半期 166 1,708,339 21,472 1.8 29,300 381 483
下半期 142 17,876 1,794,775 24,156 1.9 58,557 207 502
上半期 166 17,876 2,317,014 22,845 1.6 22,442 115 419
下半期 170 17,876 2,057,730 15,439 1.2 13,173 189 323
上半期 165 17,876 2,060,224 15,176 1.2 9,726 198 224
下半期 169 17,876 1,946,362 15,576 1.0 11,308 251 188
上半期 149 40,196 2,093,950 19,017 1.0 9,682 169 216
下半期 156 40,196 1,650,422 16,169 0.8 7,439 155 159
上半期 158 40,196 2,183,921 23,932 0.8 6,528 177 134
下半期 … … … … … … … … …
上半期 163 40,196 2,475,539 30,667 1.2 20,330 501 232
下半期 164 40,196 2,645,949 29,760 1.4 16,920 223 287
上半期 … … … … … … … … …
下半期 … … … … … … … … …
上半期 … … … … … … … … …
下半期 … … … … … … … … …
上半期 … … … … … … … … …
下半期 … … … … … … … … …
注１）「…」は不明。
注２）紡績機の錘数は、表４および表８と異なるが、出所資料に従って、このまま掲載する。
資料）日本紡績株式会社『考課書』各期版。
…
…
1914年
1915年
製糸高 屑綿糸高
…
…
…
…
…
1911年
81,904
1912年
80,064
80,064
1913年
1909年
81,136
81,136
1910年
81,136
81,136
1907年
82,976
82,976
1908年
82,976
82,976
1905年
76,032
76,032
1906年
75,056
75,056
1903年
76,032
76,032
1904年
76,032
76,032
1898年
1899年
1900年
1901年
1902年
76,032
76,032
本社工場
６　日本紡績
時期
紡績機（錘） 製糸生産高（円） 株式売買譲渡
注 1）「…」は不明。
注 2）紡 機の錘数は、表 4および表 8と異なるが、出所資料にしたがって、このまま掲載する。
資料）日本紡績株式会社『考課書』各期版。
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した表 4 から検討する。これによれば、日本紡績は、紡績企業 48 社のなかで第 7 位と上位
に位置する紡績資本だったことが確認できる。
　日本紡績は、先述したように、菊池恭三の技術指導が大きく反映した紡績資本であった。
同じく尼崎紡績と摂津紡績も菊池恭三が強く関与した紡績資本で、会社役員や株主でも重複
がみられた 34）。それゆえ、この 3社のつながりは深く、いずれも紡績業界では上位を占めて
いるが、その性格には大きな違いがあった。
　まず、規模が最も大きいのは摂津紡績で、10 万錘を超える規模を誇り、製品の平均番手
をみれば、15.7 番手が主力製品であった。つまり、低番手製品を大量生産することで企業成
長を図る経営戦略をとっていた。次に日本紡績は、設備は、リング精紡機が約 6万錘と摂津
紡績に比べて劣るものの、製品綿糸の平均番手は 66.9 番手と極めて高番手の綿糸生産に特
化していた。つまり、高番手綿糸の生産分野では、日本紡績は、業界でも屈指の企業だった。
それに対して、尼崎紡績は、業界第 10 位に位置しており、摂津紡績や日本紡績に比べて小
規模に止まっていた。平均番手においても、26.8 番手で比較的高番手の綿糸を生産するもの
の、日本紡績には遠く及ばないレベルにあった。
　つまり、日本紡績は、高番手綿糸で、高度な技術を有する分野に優位性を持っており、菊
池恭三が尽力した瓦斯糸の技術指導を見事に反映した紡績資本だった。加えて、この時期に
同じく瓦斯糸を主軸に置く一宮紡績を合併することで、設備拡張も充実させていた。この後、
日本紡績は尼崎紡績に合併されるが、1907 年時では、むしろ日本紡績の方が、製品や設備
において優位にあったのである。
【 2】尼崎紡績の設備拡張
　それでは、尼崎紡績はどのような成長のプロセスを歩んでいったのであろうか。表 7を用
いてその成長過程を検討する。尼崎紡績は、1891 年に紡績機 9,216 台で開業し、製品は太糸
の低番手綿糸が中心であった。尼崎紡績は、早くも、開業翌年の 1892 年に紡績機 2,304 錘
をプラット社に注文して第一工場の増設を進めた。そして 1894 年には、本社第二工場を増
設して中糸生産を開始するなど、自社工場の増設を通じて設備拡大を図った。続く 1895 年
12 月の重役会議で、「細糸製造の目的を以て一万五千錘内外を増錘」と、事業拡張を目指し
て第三工場の設立が、提案された。その資金は株式の払込と新株発行で賄った35）。このように、
尼崎紡績が積極的に設備拡張を進めたのは、当時の綿糸需要の増大に応じるためであった。
翌 1896 年 1 月 5 日の重役会議で、「四十二手撚絲製造せしに幸に需要日に増加す。而して當
34）『ユニチカ百年史　上』ユニチカ株式会社，1991 年，53-56 頁。
35）『重役決議録　寫』明治 28 年 12 月 23 日記述，大日本紡績株式會社。
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表 7　尼崎紡績の設備拡張
拡張方法 対象企業
（増併設・合併） 分工場 主力製品 精紡機 撚糸機 織機 精紡機 撚糸機 織機
1891年 12 操業開始 本社 第一工場 太糸 9,216 9,216 第一工場は、太糸を主として生産。
1892年 11,520 菊池恭三が支配人兼技師へ。
1893年 11,520
1894年 5 増設 本社 第二工場 中糸 15,516 5,096 27,036 5,096 第二工場は、中糸（42手双糸・32手双糸）を導入して、他社と差別化を狙う。
1895年 6 増設 本社 第二工場 中糸 2,828 1,092 29,864 6,188
1896年 30,268 6,556 資本金100万円へ増資。
1897年 4 増設 本社 第三工場 中糸 14,548 4,480 30,268 6,624 第三工場は、中糸（42手双糸）が主力。菊池恭三は、尼崎・摂津両社の取締役兼務。
1898年 45,212 13,896
1899年 45,212 13,896 英国ドブソン社製撚糸機を入荷。
1900年 45,212 16,724 尼崎本社事務所の竣工。
1901年 45,212 21,608 菊池恭三は４代目社長に就任。
1902年 45,212 21,608
1903年 45,212 21,608 寄宿舎増設が進む。
1904年 45,212 21,608
1905年 45,212 21,608
1906年 9 併設 東洋紡織 中糸・金巾 45,212 21,608 尼紡第四工場の代わりに別会社として設立。中糸紡出と金巾製織が目的。
1907年 45,596 21,608
1908年 5 合併 東洋紡織 中糸・金巾 20,780 9,792 200 46,000 21,608 東洋紡職を合併して津守工場へと名称変更。
1909年 66,780 31,400 200 津守工場で織機200台操業開始。
2 増設 津守第一工場 中糸・金巾 8,388 476 75,218 31,400 676 広幅綿布生産の本格化。
11 増設 津守第一工場 中糸・金巾 2,000 105 77,408 31,400 781
1911年 77,408 31,400 781 資本金200万円へ増資。
1912年 1 増設 津守第二工場 中糸・金巾 23,584 1,002 100,992 31,400 1,783
1913年 100,992 31,400 1,785 資本金500万円へ増資。
1914年 6 合併 東京紡績 細糸 110,388 28,308 884 218,652 64,196 2,617
1915年 218,652 64,196 2,671
1916年 2 合併 日本紡績 細糸 106,612 55,396 338,636 122,506 2,682
1917年 5 増設 杭瀬工場 中糸 28,364 347,720 130,620 2,775 杭瀬工場は、尼崎工場へ名称変更し主力工場へ。資本金は1,250万円。
1918年 6 合併 摂津紡績 太糸 214,356 6,800 560 561,998 140,632 4,491 大日本紡績株式会社へ改称。
注１）1918年に、摂津紡績と合併して、大日本紡績株式會社に社名変更。
注２）単位は、精紡機・撚糸機が「錘」、織機が「台」。
注３）「備考」欄は、『ユニチカ百年史』・『本邦綿絲紡績史』および『重役會決議録寫１』を参考に記述。
注４）増設された紡績機・織機は、概数の場合もあるため、総設備台数と一致しない場合がある。
注５）東京紡績の設備数は、1914年6月時点の数字。
注６）日本紡績の設備数は、1915年12月の数字。
注７）摂津紡積の設備数は、1917年12月の数字。
資料）『大日本紡績株式会社五十年記要』大日本紡績株式會社，1941年。
　　　『ユニチカ百年史』ユニチカ株式会社，1991年
　　　『重役會決議録寫１』大日本紡績株式會社（ユニチカ記念館所蔵）
　　　絹川太一『本邦綿絲紡績史　第四巻』日本綿業倶楽部，1939年。
　　　　『綿絲紡績事情参考書』大日本紡績聯合會，大正３年上半期，大正４年下半期，大正６年下半期。
　　　『小寺源吾翁傳』小寺源吾翁伝記刊行会，1960年，185－195頁。
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表７　　尼崎紡績の設備拡張
年次
総設備
備考
増設設備
月
1 ）1918 年に、摂津 と合併して、大日本紡績株式會社に社名変更。
2 ）単位は、精紡機・撚糸機が「錘」、織機が「台」。
3 ）「備考」欄は、『ユニチカ百年史』・『本邦綿絲紡績史』および『重役會決議録寫 1 』を参考に記述。
注 4 ）増設された紡績機・織機は、概数の場合もあるため、総設備台数と一致しない場合がある。
注 5 ）東京紡績の設備数は、1914 年 6 月時点の数字。
注 6 ）日本紡績の設備数は、1915 年 12 月の数字
注 7 ）摂津紡績の設備数は、1917 年 12 月の数字。
資料） 『大日本紡績株式会社五十年記要』大日本紡績株式會社，1941 年。『ユニチカ百年史』ユ
ニチカ株式会社，1991 年。『重役會決議録寫 1 』大日本紡績株式會社（ユニチカ記念館
所蔵）。絹川太一『本邦綿絲紡績史　第四巻』日本綿業倶楽部，1939 年。『綿絲紡績事情
参考書』大日本紡績聯合會，大正 3 年上半期，大正 4 年下半期，大正 6 年下半期。『小寺
源吾翁傳』小寺源吾翁伝記刊行会，1960 年，185–195 頁。
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表 7　尼崎紡績の設備拡張
拡張方法 対象企業
（増併設・合併） 分工場 主力製品 精紡機 撚糸機 織機 精紡機 撚糸機 織機
1891年 12 操業開始 本社 第一工場 太糸 9,216 9,216 第一工場は、太糸を主として生産。
1892年 11,520 菊池恭三が支配人兼技師へ。
1893年 11,520
1894年 5 増設 本社 第二工場 中糸 15,516 5,096 27,036 5,096 第二工場は、中糸（42手双糸・32手双糸）を導入して、他社と差別化を狙う。
1895年 6 増設 本社 第二工場 中糸 2,828 1,092 29,864 6,188
1896年 30,268 6,556 資本金100万円へ増資。
1897年 4 増設 本社 第三工場 中糸 14,548 4,480 30,268 6,624 第三工場は、中糸（42手双糸）が主力。菊池恭三は、尼崎・摂津両社の取締役兼務。
1898年 45,212 13,896
1899年 45,212 13,896 英国ドブソン社製撚糸機を入荷。
1900年 45,212 16,724 尼崎本社事務所の竣工。
1901年 45,212 21,608 菊池恭三は４代目社長に就任。
1902年 45,212 21,608
1903年 45,212 21,608 寄宿舎増設が進む。
1904年 45,212 21,608
1905年 45,212 21,608
1906年 9 併設 東洋紡織 中糸・金巾 45,212 21,608 尼紡第四工場の代わりに別会社として設立。中糸紡出と金巾製織が目的。
1907年 45,596 21,608
1908年 5 合併 東洋紡織 中糸・金巾 20,780 9,792 200 46,000 21,608 東洋紡職を合併して津守工場へと名称変更。
1909年 66,780 31,400 200 津守工場で織機200台操業開始。
2 増設 津守第一工場 中糸・金巾 8,388 476 75,218 31,400 676 広幅綿布生産の本格化。
11 増設 津守第一工場 中糸・金巾 2,000 105 77,408 31,400 781
1911年 77,408 31,400 781 資本金200万円へ増資。
1912年 1 増設 津守第二工場 中糸・金巾 23,584 1,002 100,992 31,400 1,783
1913年 100,992 31,400 1,785 資本金500万円へ増資。
1914年 6 合併 東京紡績 細糸 110,388 28,308 884 218,652 64,196 2,617
1915年 218,652 64,196 2,671
1916年 2 合併 日本紡績 細糸 106,612 55,396 338,636 122,506 2,682
1917年 5 増設 杭瀬工場 中糸 28,364 347,720 130,620 2,775 杭瀬工場は、尼崎工場へ名称変更し主力工場へ。資本金は1,250万円。
1918年 6 合併 摂津紡績 太糸 214,356 6,800 560 561,998 140,632 4,491 大日本紡績株式会社へ改称。
注１）1918年に、摂津紡績と合併して、大日本紡績株式會社に社名変更。
注２）単位は、精紡機・撚糸機が「錘」、織機が「台」。
注３）「備考」欄は、『ユニチカ百年史』・『本邦綿絲紡績史』および『重役會決議録寫１』を参考に記述。
注４）増設された紡績機・織機は、概数の場合もあるため、総設備台数と一致しない場合がある。
注５）東京紡績の設備数は、1914年6月時点の数字。
注６）日本紡績の設備数は、1915年12月の数字。
注７）摂津紡積の設備数は、1917年12月の数字。
資料）『大日本紡績株式会社五十年記要』大日本紡績株式會社，1941年。
　　　『ユニチカ百年史』ユニチカ株式会社，1991年
　　　『重役會決議録寫１』大日本紡績株式會社（ユニチカ記念館所蔵）
　　　絹川太一『本邦綿絲紡績史　第四巻』日本綿業倶楽部，1939年。
　　　　『綿絲紡績事情参考書』大日本紡績聯合會，大正３年上半期，大正４年下半期，大正６年下半期。
　　　『小寺源吾翁傳』小寺源吾翁伝記刊行会，1960年，185－195頁。
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表７　　尼崎紡績の設備拡張
年次
総設備
備考
増設設備
月
1 ）1918 年に、摂津 と合併して、大日本紡績株式會社に社名変更。
2 ）単位は、精紡機・撚糸機が「錘」、織機が「台」。
3 ）「備考」欄は、『ユニチカ百年史』・『本邦綿絲紡績史』および『重役會決議録寫 1 』を参考に記述。
注 4 ）増設された紡績機・織機は、概数の場合もあるため、総設備台数と一致しない場合がある。
注 5 ）東京紡績の設備数は、1914 年 6 月時点の数字。
注 6 ）日本紡績の設備数は、1915 年 12 月の数字
注 7 ）摂津紡績の設備数は、1917 年 12 月の数字。
資料） 『大日本紡績株式会社五十年記要』大日本紡績株式會社，1941 年。『ユニチカ百年史』ユ
ニチカ株式会社，1991 年。『重役會決議録寫 1 』大日本紡績株式會社（ユニチカ記念館
所蔵）。絹川太一『本邦綿絲紡績史　第四巻』日本綿業倶楽部，1939 年。『綿絲紡績事情
参考書』大日本紡績聯合會，大正 3 年上半期，大正 4 年下半期，大正 6 年下半期。『小寺
源吾翁傳』小寺源吾翁伝記刊行会，1960 年，185–195 頁。
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社の製造髙を以て本邦内四十手撚糸消費額に比すれば尚九牛の一毫にして他は即ち外絲を仰
ぎつゝあり。依て此時期状之今般資本金を増し該糸製造の目的を以て竪針紡機一万五千錘を
増設せんとす（下線：筆者）」36）と報告されたように、特に中糸の 42 番手撚糸の需要が高まっ
ていた。このため、尼崎紡績取締役であった菊池恭三は、外国製の 42 番手撚糸に対抗すべく、
2 度目の渡英を実行した。菊池恭三は、マンチェスターで精紡機と撚糸機を、直接プラット
社に注文した 37）。この結果、1897 年 4 月に、精紡機 14,548 錘、撚糸機 4,480 錘を擁する本社
第三工場を増設し、設備は 45,212 錘に達した 38）。加えて菊池恭三は、原料棉花の切り替えに
も着手した。つまり、従来のインド棉や中国棉から、米棉の混棉へと切り替えることで、綿
糸の糸切れ問題を解消して生産性向上を図ったのである 39）。しかし、同年に生じた金本位制
移行が金融界に混乱をもたらした。このため尼崎紡績も、社債返済と、株式による資金調達
に苦しむことになった。加えてこの第三工場建設は、結果的に尼崎紡績の資金繰りをいっそ
う苦しめることとなり、設備拡張は難しくなった 40）。この事態に、田代重右衛門（商務副支
配人）は、美濃実業銀行の実力者であった小寺成蔵に融資を依頼した。小寺成蔵は、これ
に応えて大垣共立銀行から 17–18 万円の融資を斡旋することで尼崎紡績の経営危機を救っ
た 41）。
　事態が収拾して、尼崎紡績の新たな成長段階に入るのは、菊池恭三が尼崎紡績の第四代社
長に就任した 1901 年からであった。1903 年に尼崎紡績の第四工場建設が提案された。重役
会は不況へのリスク対応を念頭において、新工場を、別会社・東洋紡織として併設すること
に決定した 42）。1906 年 2 月 16 日の尼崎紡績の重役決議録に記された「東洋紡織株式会社（津
守）決議録」の決議事項によれば、紡績機械については、「新設紡器は凡三万錘の計画とし
内二万錘は四十二番手撚糸とし一万錘は平糸とし平均凡三十二番手を製出する事（下線：筆
者）」43）とされて、細糸と太糸の双方を生産する三万錘規模の工場を計画した。加えて、「織
器は五百台とし内二五〇台はシーチング製造とし二五〇台はキヤラコ製出の目的とす」44）と、
織布部門の併設も構想した。製品綿布は、二巾金巾や三巾金巾、そしてキャラコなど細手綿
36）『重役決議録　寫』明治 29 年 1 月 5 日記述，大日本紡績株式會社。
37）『小寺源吾翁傳』小寺源吾翁伝記刊行会，1960 年，78-79 頁。
38）絹川太一『本邦綿絲紡績史　第四巻』日本綿業倶樂部，1939 年，157-159 頁。
39）『小寺源吾翁傳』小寺源吾翁伝記刊行会，1960 年，79-80 頁。
40）『菊池恭三翁傳』菊池恭三翁傳記編纂事務所，1948 年，187-189 頁。
41） 小寺成蔵は 1898 年に尼崎紡績の監査役に就任した。『小寺源吾翁傳』小寺源吾翁伝記刊行会，1960 年，
83-84 頁。なお、日本勧業銀行からの融資も尼崎紡績の資金難解決に大きく貢献した。高村直助「尼崎
紡績会社」，（山口和雄編『日本産業金融史研究　紡績金融編』東京大学出版会，1970 年），542-543 頁。
42）『菊池恭三翁傳』菊池恭三翁傳記編纂事務所，1948 年，207-208 頁。
43）『重役決議録　寫』明治 39 年 9 月 8 日記述，大日本紡績株式會社。
44）『重役決議録　寫』明治 39 年 9 月 8 日記述，大日本紡績株式會社。
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糸製の広幅綿布で、他社が未だ手がけていない製品であった 45）。つまり、東洋紡織は、中糸
生産と織布部門への進出を企図し、尼崎紡績株主の出資を基盤として 1906 年に設立された
のである。資本金は二百万円とされ、第一期の設備計画は、「…紡器二万錘、織機二百台内
外とす。紡器二万錘の内一万五千錘は四十二番手ニ合撚とし五千錘は平糸紡出を為すものと
す」46）とされた。とはいえ、結局のところ、東洋紡織は、1908 年に、工場建設を前に尼崎紡
績に合併されて、尼崎紡績津守工場となった。
　この津守工場発足で尼崎紡績は、細番手の綿糸布部門を強化して、設備拡張を積極的に推
し進めていくこととなった。まず、津守工場は、1908年時点で精紡機20,780錘、撚糸機9,792錘、
織機 200 台をもって発足したが、1910 年には二度にわたって精紡機と織機が増設 47）された。
そして 1911 年 1 月 26 日、「津守敷地内に工場を増設し紡器二万錘内外織機一千台内外及び
之に付属する器械汽機汽罐を購入の事」48）が提案されて、1912 年には津守第二工場が併設さ
れ、尼崎紡績の設備拡張を支えていった。加えて、合併路線にも積極的に乗り出した。1914
年には、東京紡績を合併して、関東地方へ分散的な生産拠点を設け、中央官庁との連携を推
し進めた。この合併案件は、尼崎紡績に何ら資本関係のない他社を合併する最初の事例となっ
た 49）。加えて、この合併によって、「合併後尼紡は中糸、細糸で市場を制御し得る」50）までに、
高番手綿糸市場での地位を飛躍的に高めたのである。
　それでは、尼崎紡績が飛躍的に成長を遂げた 1915 年ごろの紡績業界は、どのように変化
したのであろうか。1915 年の紡績ランキングを示した表 8 をみると、1907 年時に比べて上
位 2 社の躍進が著しい。まず三重紡績と大阪紡績は 1914 年に合併して東洋紡績と称し、業
界一位となった。鐘紡も増設や合併を積極的に推し進め、同じく 40 万錘を超える大紡績資
本へと成長した。それに続く業界 3 位へと躍進したのが、尼崎紡績であった。「尼紡は、中
番手に重きを置いたのみならず、東京紡績を合併するに及んで、細番手に躍進して、中番手
及び細番手の生産をます く 増加して行った（下線：筆者）」51）と伝えられるように、尼崎紡
績は、東洋紡織や東京紡績の合併と自社工場の新増設路線を活発化させて、製品綿糸の高番
45）『小寺源吾翁傳』小寺源吾翁伝記刊行会，1960 年，123 頁。
46）『重役決議録　寫』明治 39 年 9 月 25 日記述，大日本紡績株式會社。
47） 明治 43（1910）年 11 月 8 日の重役決議録には、津守工場の決議事項として「織機部仕上場を新設し其
跡へ織機百台内外を増設する事」と記されている。『重役決議録　寫』明治 43 年 11 月 8 日記述，大日
本紡績株式會社。
48）『重役決議録　寫』明治 44 年 1 月 26 日記述，大日本紡績株式會社。
49） なお、この合併案件には、福本元之助が周旋役となった。『ユニチカ百年史　上』ユニチカ株式会社，
1991 年，51-52 頁。
50）『菊池恭三翁傳』菊池恭三翁傳記編纂事務所，1948 年，239-242 頁。
51）『菊池恭三翁傳』菊池恭三翁傳記編纂事務所，1948 年，256-257 頁。
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糸製の広幅綿布で、他社が未だ手がけていない製品であった 45）。つまり、東洋紡織は、中糸
生産と織布部門への進出を企図し、尼崎紡績株主の出資を基盤として 1906 年に設立された
のである。資本金は二百万円とされ、第一期の設備計画は、「…紡器二万錘、織機二百台内
外とす。紡器二万錘の内一万五千錘は四十二番手ニ合撚とし五千錘は平糸紡出を為すものと
す」46）とされた。とはいえ、結局のところ、東洋紡織は、1908 年に、工場建設を前に尼崎紡
績に合併されて、尼崎紡績津守工場となった。
　この津守工場発足で尼崎紡績は、細番手の綿糸布部門を強化して、設備拡張を積極的に推
し進めていくこととなった。まず、津守工場は、1908年時点で精紡機20,780錘、撚糸機9,792錘、
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そして 1911 年 1 月 26 日、「津守敷地内に工場を増設し紡器二万錘内外織機一千台内外及び
之に付属する器械汽機汽罐を購入の事」48）が提案されて、1912 年には津守第二工場が併設さ
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し進めた。この合併案件は、尼崎紡績に何ら資本関係のない他社を合併する最初の事例となっ
た 49）。加えて、この合併によって、「合併後尼紡は中糸、細糸で市場を制御し得る」50）までに、
高番手綿糸市場での地位を飛躍的に高めたのである。
　それでは、尼崎紡績が飛躍的に成長を遂げた 1915 年ごろの紡績業界は、どのように変化
したのであろうか。1915 年の紡績ランキングを示した表 8 をみると、1907 年時に比べて上
位 2 社の躍進が著しい。まず三重紡績と大阪紡績は 1914 年に合併して東洋紡績と称し、業
界一位となった。鐘紡も増設や合併を積極的に推し進め、同じく 40 万錘を超える大紡績資
本へと成長した。それに続く業界 3 位へと躍進したのが、尼崎紡績であった。「尼紡は、中
番手に重きを置いたのみならず、東京紡績を合併するに及んで、細番手に躍進して、中番手
及び細番手の生産をます く 増加して行った（下線：筆者）」51）と伝えられるように、尼崎紡
績は、東洋紡織や東京紡績の合併と自社工場の新増設路線を活発化させて、製品綿糸の高番
45）『小寺源吾翁傳』小寺源吾翁伝記刊行会，1960 年，123 頁。
46）『重役決議録　寫』明治 39 年 9 月 25 日記述，大日本紡績株式會社。
47） 明治 43（1910）年 11 月 8 日の重役決議録には、津守工場の決議事項として「織機部仕上場を新設し其
跡へ織機百台内外を増設する事」と記されている。『重役決議録　寫』明治 43 年 11 月 8 日記述，大日
本紡績株式會社。
48）『重役決議録　寫』明治 44 年 1 月 26 日記述，大日本紡績株式會社。
49） なお、この合併案件には、福本元之助が周旋役となった。『ユニチカ百年史　上』ユニチカ株式会社，
1991 年，51-52 頁。
50）『菊池恭三翁傳』菊池恭三翁傳記編纂事務所，1948 年，239-242 頁。
51）『菊池恭三翁傳』菊池恭三翁傳記編纂事務所，1948 年，256-257 頁。
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手化を進めた。こうして尼崎紡績は、鐘紡や東洋紡績に対抗しうる競争力を確保し、同じく
高番手路線を進める富士瓦斯紡績との競合に応じた。とはいえ、紡績設備については、40
万錘を超える巨大紡績資本となった鐘紡や東洋紡績との差は埋めがたいものがあった。
　一方、同じく菊池恭三系の紡績資本の摂津紡績は、「然るに攝津紡は、太糸平均十六番手
に集中して、能率を擧ぐることに、懸命になつた（下線：筆者）」52）とされるように、太番手
生産路線を堅持して、紡績設備も 20 万錘を超えており、業界上位に位置していた。そして
日本紡績は、10 万錘の規模でありながら、60 番手を超える瓦斯糸を生産する極めて独自の
競争力を維持した。その反面、主力製品が瓦斯糸に集中していたため製品展開に弾力性が乏
しかった。加えて、福島本社工場が周辺地域の市街地化の影響を受けて設備拡張の余地が無
くなってしまった 53）。そのため、設備拡張に限界を露呈し始めた。
　総じていえば、菊池恭三系の 3 社は、1907 年時に示した経営戦略を基盤として業界上位
に位置していた。しかし、東洋紡績や鐘紡に比べれば、それぞれ規模では劣っており、競争
が激しくなる紡績業界では存続が不安視された。そのため、菊池系 3 社の合併案が浮上した。
この合併には、急成長が著しく相対的地位を高めていた尼崎紡績が主導権を握ることになっ
52） 摂津紡績は、この拡大路線を積極的に推進すべく、1902 年に大和紡績と平野紡績、1907 年に郡山紡績
を相次いで合併した。『菊池恭三翁傳』菊池恭三翁傳記編纂事務所，1948 年，256-257 頁。
53）『ユニチカ百年史　上』ユニチカ株式会社，1991 年，54-56 頁。
表 8　紡績企業ランキング（1915年）
リング ミュール 撚糸 織機 平均
（錘） （錘） （錘） （台） 番手
1 東洋紡績 1914年 450,456 22,184 10,347 18.5
2 鐘淵紡績 1887年 440,092 51,448 6,353 19.5
3 尼崎紡績 1889年 218,652 64,196 2,671 31.3
4 富士瓦斯紡績 1896年 210,832 27,640 47,711 1,197 23.5
5 摂津紡績 1889年 206,316 1,350 6,800 560 17.5
6 大阪合同紡績 1899年 180,480 31,096 954 17.9
7 岸和田紡績 1892年 139,080 20.0
8 日本紡績 1893年 106,612 12,880 55,396 60.1
9 福島紡績 1892年 103,552 16.3
10 倉敷紡績 1887年 82,072 17.1
－ 2,138,144 41,870 278,831 22,082 24.2
－ 2,724,452 48,530 348,739 28,387 22.1
注１）平均番手は、リング精紡機のデータ。「小計」「合計」欄には、平均値を表示した。
注２）企業はすべて株式会社。
資料）『綿絲紡績事情参考書』大正４年上半期
合計（４２件）
小計
表８　　紡績企業ランキング（ 15年）
順位 企業名 創立
注 1 ） 平均番手は、リング精紡機のデータ。「小計」「合計」欄には、平
均値を表示した。
注 2 ）企業はすべて株式会社。
資料）『綿絲紡績事情参考書』大正 4 年上半期。
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たのである。
【 3】日本紡績から大日本紡績へ
　日本紡績と尼崎紡績との合併案は、1915 年 6 月、日本紡績社長の竹尾治右衛門の引退が
その嚆矢となった。竹尾に代わって社長職に就いた播本孝良も同じく体調に不安があったた
め、経営の舵取りが極めて不安定な状況となった 54）。一方で、鐘紡や富士瓦斯紡績など、有
力紡績との瓦斯糸紡績市場をめぐる競争は激化の様相を見せ始め、日本紡績の経営の先行き
が怪しくなった。これは、日本紡績が尼崎紡績に比べて相対的地位を低下させることにつな
がった 55）。このため、日本紡績取締役でありながら尼崎紡績社長を務める菊池恭三を、後任
の社長とする案も浮上した。しかし、「むしろ合併すべき」という案が有力となり 56）、その経
営基盤を強化すべく、合併路線が選択された 57）。
　日本紡績の社長職を務めた金澤仁兵衛や竹尾治右衛門は、金澤が平野紡績社長と摂津紡績
取締役、竹尾が摂津紡績社長や日本綿花社長を兼ねるなど、他社との縁が深かった。加えて、
日本紡績監査役の瀬尾喜兵衛は、尼崎紡績の有力株主（1915 年下半期に 7,886 株所有で、尼
崎紡績の株主において第 3 位）58）でもあった。それゆえ、日本紡績の合併については、平野
紡績・摂津紡績・尼崎紡績で技術顧問を務め、日本紡績創立にも関与した菊池恭三の主導で
合併案件が進められることになった。そして日本紡績の合併先は、同系列の尼崎紡績と摂津
紡績とが候補に挙がった。両社の社長職にあった菊池恭三は、設備拡張を進めて急成長を遂
げた尼崎紡績を、系列紡績の資本のなかで「其本據」と位置づけて、日本紡績の合併先とし
た 59）。一方、尼崎紡績は、東京紡績を合併して細番手部門を強化していたため、日本紡績を
合併することは、高番手路線への強化に適うものであった。
　とはいえ、日本紡績の合併案件は、同系列の合併であったため、経営者の間では比較的容
易に合意形成がなされたが、日本紡績の社員や株主の一部から強硬な反対意見が生じた 60）。
その要因は、以下の 4 点であった。
　①第一次大戦の好景気で業績回復を期待できること
　② これまで苦境を乗り越えて経営してきたにも関わらず、その半ばで経営改善を断念する
54）絹川太一『本邦綿絲紡績史　第七巻』日本綿業倶樂部，1944 年，23-24 頁。
55）『ユニチカ百年史　上』ユニチカ株式会社，1991 年，55-56 頁。
56）「尼崎 日本　兩紡績合併事情」『大阪毎日新聞』1915 年 10 月 24 日。
57）『大日本紡績株式會社五十年紀要』大日本紡績株式會社，1941 年，72-73 頁。
58）『第五拾回報告書』尼崎紡績株式會社，大正四年下半期。
59）絹川太一『本邦綿絲紡績史　第七巻』日本綿業倶樂部，1944 年，23-24 頁。
60）『ユニチカ百年史　上』ユニチカ株式会社，1991 年，54-55 頁。
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取締役、竹尾が摂津紡績社長や日本綿花社長を兼ねるなど、他社との縁が深かった。加えて、
日本紡績監査役の瀬尾喜兵衛は、尼崎紡績の有力株主（1915 年下半期に 7,886 株所有で、尼
崎紡績の株主において第 3 位）58）でもあった。それゆえ、日本紡績の合併については、平野
紡績・摂津紡績・尼崎紡績で技術顧問を務め、日本紡績創立にも関与した菊池恭三の主導で
合併案件が進められることになった。そして日本紡績の合併先は、同系列の尼崎紡績と摂津
紡績とが候補に挙がった。両社の社長職にあった菊池恭三は、設備拡張を進めて急成長を遂
げた尼崎紡績を、系列紡績の資本のなかで「其本據」と位置づけて、日本紡績の合併先とし
た 59）。一方、尼崎紡績は、東京紡績を合併して細番手部門を強化していたため、日本紡績を
合併することは、高番手路線への強化に適うものであった。
　とはいえ、日本紡績の合併案件は、同系列の合併であったため、経営者の間では比較的容
易に合意形成がなされたが、日本紡績の社員や株主の一部から強硬な反対意見が生じた 60）。
その要因は、以下の 4 点であった。
　①第一次大戦の好景気で業績回復を期待できること
　② これまで苦境を乗り越えて経営してきたにも関わらず、その半ばで経営改善を断念する
54）絹川太一『本邦綿絲紡績史　第七巻』日本綿業倶樂部，1944 年，23-24 頁。
55）『ユニチカ百年史　上』ユニチカ株式会社，1991 年，55-56 頁。
56）「尼崎 日本　兩紡績合併事情」『大阪毎日新聞』1915 年 10 月 24 日。
57）『大日本紡績株式會社五十年紀要』大日本紡績株式會社，1941 年，72-73 頁。
58）『第五拾回報告書』尼崎紡績株式會社，大正四年下半期。
59）絹川太一『本邦綿絲紡績史　第七巻』日本綿業倶樂部，1944 年，23-24 頁。
60）『ユニチカ百年史　上』ユニチカ株式会社，1991 年，54-55 頁。
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ことへの不満
　③瓦斯糸輸出を通じて営業基盤を確立すべき時期であること
　④合併条件が不利であること
　日本紡績は、一宮紡績合併に伴う増設や景気問題で業績に苦難を強いられたが、合併直前
を迎えた 1916 年 2 月には当期利益金は 25 万円を超えて、自己資本余裕金も 75 万円に達す
るなど、業績を回復させていた（表 3）。このため、日本紡績の株主は、合併案件に強気な
姿勢を示したのである。このため、尼崎紡績と日本紡績の経営陣は、この反対派の主張に応
じなければならなかった。
　それでは、どのようにして、合併条件への不満が解消されたのであろうか。表 9 から、尼
崎紡績と日本紡績との合併条件を具体
的に比較検討していく。尼崎紡績は、
日本紡績と比較すると、資本金では約
1.9 倍、紡績機械では約 1.8 倍の規模
を有していた。それに対して合併条件
は、尼崎紡績 1 株：日本紡績 2.5 株の
交換比率となった。したがってこの合
併比率は、日本紡績への低い評価を反
映したものであった。日本紡績株主が
反対を主張した根拠は、この合併比率
の不利にあった。この合併比率（A）に、
株式の時価（B）を掛け合わせると（（A）
×（B））、尼崎紡績は 113 円、日本紡
績は 115 円となり、日本紡績株主に
とっては 2 円の損失、つまり 1 株あた
りでは 80 銭の損失（2 円÷ 2.5 株）に
相当した。そのため、尼崎紡績は、こ
の条件に加えて解散手当金 15 万円を、
日本紡績株主に支給することで事態の
収拾を図った。日本紡績の株主にとっ
ては、1 株あたり約 1 円 36 銭（150,000
円÷ 110,000 株）が新たに得られるこ
表 9　尼崎紡績と日本紡績との設備比較
尼崎紡績 日本紡績
合併比率（Ａ） １株 2.5株
株価（Ｂ） 113円 46円
株式配当率 3割 1割2分
（Ａ）×（Ｂ） 113円 115円
解散手当 … 15万円支給
5,240,000円 2,750,000円
＜1.9＞ ＜１＞
利益金 527,776円 254,529円
地所 947,163円 209,296円
諸建物 1,089,599円 986,247円
諸機械 2,137,103円 2,711,798円
218,652錘 119,984錘
＜1.8＞ ＜１＞
注１）「資本金」「地所」「諸建物」「諸機械」は、少数点以下を四捨五入。
注２）「紡績機械」は精紡機のみの数字。
注３）尼崎紡績と日本紡績のデータは、１９１６年２月時点の数字。
注４）＜＞内の数字は、両社の比率。小数第二位は、四捨五入。
資料）『大阪毎日新聞』1915年10月21日
尼崎紡績株式會社『財産目録貸借對照表』大正五年二月一日（ユニチカ記念館所蔵）。
日本紡績株式會社『貸借對照表』大正五年二月一日正午現在（ユニチカ記念館所蔵）。
日本紡績株式會社『財産目録』大正五年二月一日正午現在（ユニチカ記念館所蔵）。
表９　 本紡績との設備比較
資本金
紡績機械
注 1 ） 「資本金」 地所」「諸建物」「諸機械」は、
少数点以下を四捨五入。
注 2 ）「紡績機械」 精紡機のみの 字。
注 3 ） 尼崎紡績と日本紡績のデータは、1916 年 2
月時点の数字。
注 4 ） ＜＞内の数字は、両社の比率。小数第二位
は、四捨五入。
資料） 『大阪毎日新聞』1915 年 10 月 21 日
　　　 尼崎紡績株式會社『財産目録貸借對照表』
大正五年二月一日（ユニチカ記念館所蔵）。
　　　 日本紡績株式會社『貸借對照表』大正五年
二月一日正午現在（ユニチカ記念館所蔵）。
　　　 日本紡績株式會社『財産目録』大正五年二
月一日正午現在（ユニチカ記念館所蔵）。
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とになった。この結果、1 株あたり約 56 銭（1 円 36 銭 ― 80 銭）の利益が生じ、むしろ日本
紡績側に有利な合併条件へと一変した 61）。この合併条件が提案されたことで、合併反対派は
その利害を表面に出すことなく 62）、合併案件が実現へと向かっていったのである 63）。
　つまり、尼崎紡績は、日本紡績への合併条件について、合併反対派の利害を汲んだ条件を
提示することで、案件を取りまとめた。その要因は、この案件が尼崎紡績の企業成長にとって、
極めて高い戦略的意義があったからである。積極的な設備拡張路線に舵を切っていた尼崎紡
績にとって、業界屈指の瓦斯糸部門を有し、約 12 万錘の紡績機を有する日本紡績との合併は、
東洋紡績や鐘紡との競合に渡り合っていくうえで必須の案件であった。それゆえ、尼崎紡績
は、日本紡績側にとって有利な条件を提示したのである。
　日本紡績を合併した尼崎紡績は、さらに設備拡張路線を強めていく。まず本社工場の増設
に乗り出した。尼崎紡績本社の第一工場・第二工場・第三工場は、工場設備が古いため作業
能率が悪く、採光や通風の面でも津守工場に劣っていた。そのため、1917 年には本社工場
近辺の杭瀬に新工場を建設した64）。杭瀬工場は、最新の中糸精紡機を導入して主力工場となっ
た。その翌 1918 年には摂津紡績と合併 65）して大日本紡績と改称した。ここに、鐘紡や東洋
紡績とならぶ日本屈指の大紡績資本が誕生したのである。
〔 4〕おわりに
　本稿は、日本紡績の企業経営に着目しながら、中堅グループに属する紡績資本の成長要因
を検討してきた。日本紡績は、その競争力を充実させるべく、一宮紡績への合併を積極的に
進めて、業界随一の瓦斯糸部門を有するまでになった。この日本紡績の検討から得られた結
論を 2 つ述べたい。
　まず、日本紡績の成長要因と中京圏進出の意義についてである。
　日本紡績は、高番手綿糸を主軸製品とする高付加価値路線で独自の地位を市場で確立し、
充実した自己資本を駆使して企業成長を実現してきた。1907 年に生じた一宮紡績の合併案
件は、日本紡績にとっては急速な企業成長と高度な技術獲得の双方を実現するうえで、格好
の案件であった。それゆえ、日本紡績は、積極的に一宮紡績の合併に関与したのである。こ
の結果、高付加価値路線を追求して独自の競争力を発揮することになった。それだけでなく、
61）「尼崎 日本　兩紡績合併事情」『大阪毎日新聞』1915 年 10 月 24 日。
62） ただし、日本紡績の営業部主事であった今井鍉一は、尼崎紡績へ入らずに辞任した。『小寺源吾翁傳』
小寺源吾翁伝記刊行会，1960 年，194-195 頁。
63）絹川太一『本邦綿絲紡績史　第七巻』日本綿業倶樂部，1944 年，23-24 頁。
64）『ユニチカ百年史　上』ユニチカ株式会社，1991 年，58-59 頁。
65） 摂津紡績との合併は、太糸部門の強化につながった。高村直助「尼崎紡績会社」，（山口和雄編『日本
産業金融史研究　紡績金融編』東京大学出版会，1970 年），574-575 頁。
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　本稿は、日本紡績の企業経営に着目しながら、中堅グループに属する紡績資本の成長要因
を検討してきた。日本紡績は、その競争力を充実させるべく、一宮紡績への合併を積極的に
進めて、業界随一の瓦斯糸部門を有するまでになった。この日本紡績の検討から得られた結
論を 2 つ述べたい。
　まず、日本紡績の成長要因と中京圏進出の意義についてである。
　日本紡績は、高番手綿糸を主軸製品とする高付加価値路線で独自の地位を市場で確立し、
充実した自己資本を駆使して企業成長を実現してきた。1907 年に生じた一宮紡績の合併案
件は、日本紡績にとっては急速な企業成長と高度な技術獲得の双方を実現するうえで、格好
の案件であった。それゆえ、日本紡績は、積極的に一宮紡績の合併に関与したのである。こ
の結果、高付加価値路線を追求して独自の競争力を発揮することになった。それだけでなく、
61）「尼崎 日本　兩紡績合併事情」『大阪毎日新聞』1915 年 10 月 24 日。
62） ただし、日本紡績の営業部主事であった今井鍉一は、尼崎紡績へ入らずに辞任した。『小寺源吾翁傳』
小寺源吾翁伝記刊行会，1960 年，194-195 頁。
63）絹川太一『本邦綿絲紡績史　第七巻』日本綿業倶樂部，1944 年，23-24 頁。
64）『ユニチカ百年史　上』ユニチカ株式会社，1991 年，58-59 頁。
65） 摂津紡績との合併は、太糸部門の強化につながった。高村直助「尼崎紡績会社」，（山口和雄編『日本
産業金融史研究　紡績金融編』東京大学出版会，1970 年），574-575 頁。
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中京圏の有力な瓦斯系市場を獲得できたことも、経営戦略上、極めて有効であった。しかし、
日本紡績は、合併後の一宮工場の増設と販売不振が重なって経営に困難な状況へと陥った。
加えて、日本紡績の経営は、経営者が他社の役員を兼任していたため企業経営に専念してお
らず、常に不安定な状況にあった。そして、富士瓦斯紡績などライバル企業の巨大化が、日
本紡績の経営環境に不安を与えた。加えて、日本紡績の経営者の健康不良など役員組織に弱
点があったことも、不安に拍車をかけることになった。このため日本紡績は、単独で高付加
価値市場の盟主たることは難しくなった。こうした事情から、日本紡績は、企業合併による
生き残りを模索するに至った。そこで、同系列企業の盟主・尼崎紡績への合併で生き残るこ
とを選択した。これが、大日本紡績の誕生へとつながったのである。
　 2つ目の結論は、この大日本紡績誕生の要因に関する点である。
　日本紡績は、独自の経営戦略で成長を遂げていったが、1916 年に尼崎紡績に合併された。
次いで尼崎紡績は、摂津紡績と合併して大日本紡績へと結実し、鐘紡と東洋紡績と並んで三
大紡体制が成立していく。これは、企業勃興期に中小規模紡績が多く派生した時代から、巨
大紡績が業界をリードする時代へ突入していく転換期となった。この大日本紡績の成立につ
いては、通説で言われる通り、菊池恭三が関与した同系列企業の連合という性格を有してい
たことは間違いない。しかし、本稿の検討から明らかにしたように、3社合併は必ずしも順
調に進んだわけではなかった。
　まず、尼崎紡績は、もともと合併路線での成長を志向していなかった。創業以来の企業経
営の歩みをみれば、規模拡張は自社工場の増設が中心で、高番手路線を目指していた。加え
て、業界での位置づけは決して高くなかった。事実、日本紡績に比べれば、製品綿糸の高番
手化路線では劣っており、設備面では、摂津紡績に遠く及ばなかった。それゆえ、むしろ設
備拡張路線では摂津紡績が盟主となってもいいし、高番手路線では日本紡績が盟主となるこ
とも考えられた。
　尼崎紡績の変化は、1906 年の東洋紡織設立と合併、そして津守工場への積極的投資に始
まった。ここで尼崎紡績が拡張路線を一気に進め、業界での地位も飛躍的に上昇した。これ
と連動して、第一次大戦の勃発、鐘紡の巨大化、1914 年の東洋紡績成立や富士瓦斯紡績の
躍進など、紡績業界はめまぐるしく変化した。このため、菊池系企業は、急速な巨大化が求
められるようになった 66）。つまり、菊池系企業での尼崎紡績の相対的な地位が向上していた
際に、企業合併の議論が活発化した。そのため、尼崎紡績を盟主に 3紡績が糾合され大日本
紡績へと結実したのである。しかし、3紡績は、役員の兼任がみられたものの、経営戦略に
それぞれの独自性を有していた。それゆえ、合併は一筋縄ではいかなかった。摂津紡績は、
66）『菊池恭三翁傳』菊池恭三翁傳記編纂事務所，1948 年，264-265 頁。
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太番手綿糸を主力製品として成長していたため、日本紡績よりも激しい合併反対運動が展開
した 67）。
　日本紡績と尼崎紡績との合併では、経営者レベルの合意が交渉のスタートとなったが、決
して尼崎紡績優位の「不対等合併」68）ではなかった。むしろ尼崎紡績にとっては、日本紡績
株主の統合条件への利害対応が大きな課題となった。これは、日本紡績株主が、合併条件が
不利になることを憂慮したからであり、その結果、尼崎紡績から譲歩案を引き出した。
　尼崎紡績は、日本紡績の合併を通じて高番手綿糸生産の競争力を劇的に高め、摂津紡績
を合併することで業界屈指の規模を誇る大日本紡績へと躍進した。この後、大日本紡績は、
第一次大戦ブームの好景気の波に乗って、大垣工場（1913 年摂津紡績が設立）69）に加えて、
1922 年には関ヶ原工場を建設し、中京圏へ向けての進出を活発化させていく。これに先立
つ 1907 年に日本紡績が合併した一宮紡績は、大日本紡績一宮工場へと姿を変えて、大日本
紡績の中京圏進出の橋頭保としての役割を果たした。つまり、日本紡績は、大日本紡績の高
番手綿糸戦略と中京圏進出を、先駆的に実践したのである。
〔付記〕 本研究は，若手研究（Ｂ）「産業革命期日本紡績業における企業合併・買収の歴史的
研究」（平成 27 年度～平成 29 年度）の研究成果の一部である。
67）『小寺源吾翁傳』小寺源吾翁伝記刊行会，1960 年，202-204 頁。
68） 高村直助「尼崎紡績会社」，（山口和雄編『日本産業金融史研究　紡績金融編』東京大学出版会，1970 年），
564-565 頁。
69） 尼崎紡績と合併後、大日本紡績大垣工場となった。『小寺源吾翁傳』小寺源吾翁伝記刊行会，1960 年，
281-282 頁。
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